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（ＢＯＸ２）家計が直面する物価上昇率の属性別にみた違い 

このところエネルギーや食料品を中心に物価上

昇率が高まっているが、家計は、収入や年齢など

様々な面で異なる属性を有しており、属性毎に直

面する物価上昇率にも違いがある。 

「家計調査」で収入区分別の支出動向をみると、

所得が低い家計ほど、足もと価格が大きく上昇し

ているエネルギーや食料品の多くを含む基礎的支

出が消費支出に占めるウエイトが高いことから、

直面する物価上昇率が高くなっている（図表 B2-

1、B2-2）。 

このため、このところの物価上昇による実質所

得への下押し圧力は、相対的に所得の低い家計の

方が大きくなっていると考えられる。この点、内

閣府の「消費動向調査」を用いて、「暮らし向き」

に関する見方を収入区分別に確認すると、足もと

では相対的に所得が低い家計で判断がより慎重化

している（図表B2-3）。こうした見方の違いには

多様な要因が影響しているとみられるが、上述し

た物価上昇率の違いも一つの要因となっていると

考えられる。 

こうしたもとで、政府は、本年４月に、燃料油

補助金の拡充・延長のほか、低所得の子育て世帯

に対する給付金の実施などを盛り込んだ「原油価

格・物価高騰等総合緊急対策」を策定・実施して

いる。こうした施策は、家計に対する物価上昇の

影響を和らげる方向に作用すると考えられる。 

物価上昇が家計行動やマインドに与える影響に

ついては、家計の属性による違いに留意しつつ、

引き続き、丁寧にみていく必要がある。 
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（注）1. 総世帯ベース。年間収入五分位区分別。

2. 選択的支出は、支出弾力性（消費支出総額が１％変化する時に各支出項目が

何％変化するか）が１以上の支出項目。基礎的支出は、支出弾力性が１未満

の支出項目。

図表B2-1：収入区分別にみた消費割合
（2015～2019年平均、％）
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（注）勤労者世帯ベース。年間収入五分位区分別。2022/5月の値。

図表B2-2：収入区分別にみた消費者物価
（前年比、％）
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（注）総世帯ベース。各年間収入区分別の値を集計世帯数で加重平均して算出。

図表B2-3：収入区分別にみた暮らし向き
（季節調整済）

年

（2022年上半期の2019年対比、ポイント）

300万円未満 -5.4

300～950万円未満 -3.9

950万円以上 -3.4
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